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研究要旨 
本研究の目的は、若年層に対する献血推進方策として、医学生を対象とした参加型輸血実習の継続的実践と

教育効果の検証、学生提案に基づく献血ルーム環境整備の実装可能性の評価、ならびに新規血液製剤の開発動
向の整理を行うことである。2025 年度は、前年に導入した参加型実習を継続するとともに、他大学医学生が
作成した献血推進動画を学内教育に組み込み、その効果を検証した。また、立川献血ルームにおける学生向け
カフェ型スペースの運用実績を整理し、若年層来訪促進策としての意義を検討した。さらに、日本赤十字社資
料をもとに、冷蔵保存血小板、凍結乾燥血漿、低力価 O 型全血等の新規血液製剤の開発状況と臨床的ニーズを
整理した。その結果、動画導入後の 2025 年度は献血希望者割合が上昇し、参加型教育の有効性が再確認され
た。立川での実践では、献血未経験者を含む若年層の来訪促進と高い満足度が示された。新規血液製剤につい
ては、救急・大量出血対応や災害時医療を見据えた開発の重要性が確認される一方、国内導入には技術的・制
度的課題が多く、実現には時間を要すると考えられた。 

 
Ａ．研究目的 

本研究では、将来的な血液供給の安定化に向けて、
若年層の献血離れに対する実効的な介入方策を検討
することを目的とした。具体的には、医学生に対する
参加型輸血実習の継続実施と教育資材の改良を通じ
て献血意欲向上効果を検証するとともに、学生の提
案を実際の献血ルーム運営に反映した事例を評価し、
若年層来訪促進策としての有用性を明らかにするこ
と、さらに新規血液製剤の開発動向を整理し、血液製
剤需要予測に資する論点を抽出することを目的とし
た。 

 
Ｂ．研究方法 

医学生への献血教育については、東京慈恵会医科
大学 4 年次生を対象として、学内講義・輸血検査実
習と、血液センター・献血ルーム訪問を組み合わせた
参加型実習を 2025 年度も継続した。2025 年度は、
他大学医学生が作成した約 5 分の献血推進動画（井
手畑ら. 血液事業 2022）を学内実習に組み込み、
2024 年度との比較により、献血希望者数、実際の献
血者数、初回献血者数等の変化を評価した。あわせて、
動画視聴後の感想を収集し、質的に検討した。 
 学生提案の実装に関しては、立川献血ルーム内に

設けられた学生向けカフェ型スペースの運用実績を
対象とし、利用者数、利用者属性、献血経験の有無、
利用目的、満足度、リピート状況、広報経路等を整理
した。さらに、新規血液製剤に関しては、日本赤十字
社研究開発部資料等をもとに、冷蔵保存血小板、凍結
乾燥血漿、低力価 O 型全血を中心に、想定適応、利
点、導入課題を整理した。 
（倫理面への配慮） 

本研究は、通常の教育実践の評価、匿名化された実
習関連データおよび既存資料の整理を中心として実
施した。学生の自由意思に配慮し、個人が特定される
情報は扱わず、教育上・研究上の不利益が生じないよ
う十分に配慮した。また、文献・資料調査については
公開資料および研究班関連資料を用いて実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
 医学生への参加型輸血実習は 2025 年度も継続可
能であり、教育的介入として有効であった。2024 年
度と 2025 年度の比較では、実習参加者に占める献血
希望者の割合は 55％から 72％へ有意に上昇した。実
際の献血者数は 32 名から 39 名に増加し、そのうち
初回献血者は 29 名から 34 名であった。動画視聴後
の感想では、同世代学生による啓発活動への共感、献
血への心理的障壁の低下、献血制度への理解促進が
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主な内容として抽出された（2026 年度日本輸血細胞
治療学会にて発表予定）。 
 立川献血ルームにおける学生向けカフェ型スペー
スの実践では、8 か月間で延べ 196 名の利用があり、
利用者の 54％は献血未経験者であった。満足度は高
く、アンケート回答者全員が快適と回答し、リピート
利用も 43％に認められた。高校生が主要な利用層で
あり、学習・休憩の場として受け入れられていたこと
から、献血ルームを若年層の生活圏に近づける試み
として一定の成果が示された（本成果は血液事業誌
に投稿中）。 
 新規血液製剤に関しては、冷蔵保存血小板、凍結乾
燥血漿、低力価 O 型全血が、大量出血症例や救急・
災害医療への対応を念頭に候補製剤として整理され
た。とくに冷蔵保存血小板は、保存性や細菌汚染リス
クの面から実用化の優先度が高く、PAS 血小板（製剤
中の血漿を Platelet Additive Solution（PAS）に置換し
たもの）の導入を起点として将来的な実装が想定さ
れていた。一方、凍結乾燥血漿や低力価 O 型全血に
ついては、製造コスト、資材・装置、薬事承認、国内
運用体制などの課題が大きいことが確認された。 
 
Ｄ．考察 

若年層献血者の減少が続くなか、医学生に対する
参加型教育は、知識提供にとどまらず、実際の献血行
動につながる介入として意義が大きいと考えられた。
とくに、同世代が作成した動画教材の導入により、共
感に基づく行動変容が促進された点は重要であり、
今後は複数大学・地域へ展開可能な教育資材として
の活用が期待される。また、立川献血ルームにおける
実践は、学生提案を現場実装に結び付けた好例であ
り、献血未経験者との接点形成という点で、短期的な
採血数増加とは異なる中長期的基盤整備の視点を提
供した。 

一方、新規血液製剤の開発は、需要予測の観点から
も重要である。外傷、心臓血管外科、産科救急、災害
時医療など、従来製剤では対応に時間的制約のある
場面において、新規製剤は新たな需要を顕在化させ
る可能性がある。ただし、国内導入には技術的・制度
的障壁があり、現時点では海外エビデンスの収集と
国内実装可能性の整理を進める段階にあると考えら
れた。 
 
 

Ｅ．結論 
 2025 年度の検討から、医学生を対象とした参加型
輸血実習は、若年層の献血意識および献血行動を高
める有効な教育手法であることが再確認された。加
えて、学生提案を反映した献血ルーム環境整備は、献
血未経験者を含む若年層との接点形成に有用であり、
継続的な献血推進基盤の構築に資する可能性が示さ
れた。新規血液製剤については、今後の血液需要の質
的変化を見据えるうえで重要な検討対象であり、若
年献血推進策と併せて、供給体制の将来像を考える
必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 

分担研究報告書としては、特記すべき健康危険情
報はない。 
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